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1.　WESTPACの設立に至る経緯

政府間海洋学委員会（ IOC：Intergovernmental Ocean-
ographic Commission）西太平洋政府間地域小委員会（以
降，WESTPAC）の始まりを述べるには，IOCの設立に
ついて触れる必要がある。IOCは，1952年の第 7回
UNESCO総会で平和に貢献するために海洋学を進める
ことを提案する演説を日本が行った事が発端となって設
立された。種々の議論を整理し，1954年の第 8回 UNES-
CO総会で茅誠司（後に東大総長）が海洋問題特別委員会
の設置を提案し，採択された。これを受けて，1960年に
Intergovernmental Conference on Oceanic Research と
いう会議がコペンハーゲンで開催され，IOCのデザイン
が固まって設立が勧告された。そして同年の第 11回
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要　旨

本総説では日本の視点から，IOC（政府間海洋学委員会）の地域の小委員会として設立さ
れたWESTPAC（西太平洋に関する政府間地域小委員会）の設立前から設立に至る経緯と
して，その切掛けとなった CSK（黒潮共同研究，1965年～ 1979年）と IOC下での地域プロ
グラムとしてのWESTPACプログラム（1979年～ 1989年），小委員会設立後の発展（1989
年～現在）について，関連する内外の科学プロジェクトも含めて総括する。加えて，現状の
体制やそれに関連する科学的活動を総括し，アジアにおける将来の海洋学の展望と日本が
貢献するべき点について議論する。
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UNESCO総会において，決議 2.31によって IOCの設立
が決まった。翌 1961年には，第 1回 IOC総会が開かれ
た（宇田，1971）。初代の事務局長には，Warren S. 
Woosterが任命された。Woosterは，1990年代になって
北太平洋海洋科学機構（PICES : North Pacific Marine 
Science Organization）の設立にも尽力した人物である。
現在の形のWESTPAC設立は 1989年，IOC設立から

約 30年後ということになる。この 1989年から数えると
2014年が設立 25周年にあたるが，実はそれ以前に長い
歴史があり，もとをたどれば 1965年の CSK（Co-opera-
tive Study of the Kuroshio and Adjacent Regions）に行
き着く。CSKは日本の研究者の提案によって始まったも
ので，黒潮とその周辺海域を対象とした海洋科学の研究
プロジェクトである。CSKは，1965年の第 1回 CSK調
整会議から開始され，1979年にまとめの CSKシンポジ
ウムが東京で開催された。一般にはこのシンポジウムま
でが CSKの期間とされる，なお，1977年を終わりとす
る文献（神谷，2013など）もある。

CSKには日本のほか，米，ソ連，中国（台湾），香港，
韓国，インドネシア，タイ，ベトナム，シンガポール，
フィリピンが参加し，現在WESTPACに加盟する国々
が入っている。第 1回の CSK調整会議に出席した日本
の代表は，CSKの国際調整員兼日本の国内調整員を務め
た和達清夫（初代気象庁長官，後の学士院長）である。
この会議に各国の調査計画を持ち寄り，黒潮を中心とし
た海洋研究を実施することとなった。CSK実施の意義は
大きく，黒潮大蛇行のメカニズム解明に至るきっかけに
なるような観測結果，研究成果が数多くあがった（例え
ば，Stommel and Yoshida, 1972）。

CSKの観測データについては，1965年の CSK開始の
時点で，同年に設立されたばかりの JODCが，同時に
KDC（黒潮データセンター）を担うということが決定さ
れていた。当時の日本代表団のメンバーは，和達清夫を
団長に宇田道隆，増澤譲太郎，丸茂隆三の 3名と現在で
も有名な研究者で構成されていた。

CSKを実施するうちに，長期の研究プロジェクトとし
て続けるのは困難となってきたため，短期的なプロジェ
クトではなく，より長期に実施する「プログラム」とい
う形にした上で，IOCの下で実施することが議論された。
IOCにおけるプログラムとは，より長期に持続的な活動

として実施するという意味合いも持つことから，1970年
代の終わりごろには，CSKに代わり長期的な活動を行う
事を目的とした IOCの地域プログラムとしての「WEST-
PAC」という言葉が定着してきた。
科学的成果の取り纏めは，CSKの時代にシンポジウム

が 4回開かれ，その最終回が前述した 1979年に東京で
開催された第 4回シンポジウムである。実行委員長は竹
内能忠，菅原健（1970年代に IOCの副議長）ほか 2名が
基調講演を行い，盛大なシンポジウムとなった（Take-
nouchi, 1979）。
この第 4回 CSKシンポジウムの結果を受けて，シン

ポジウム終了直後の 1979年 2月に第 1回WESTPAC会
議が行われた。この会合でインドネシアのAprilani Soe-
giartoを初代の議長に選出し，以後，IOCの執行理事会，
総会と手順を踏んで正式に ｢WESTPACプログラム｣
として開始された。即ち，1977年頃に IOCの地域プロ
グラムとしてWESTPACという言葉が使われ始め，
1979年に正式に認められた事になる。その後，IOCの
地域の小委員会（Sub-Commission）としてWESTPAC
が設立される 1989年までの間は，WESTPACは IOCの
地域プログラムの名称として使用され，IOCの地域プロ
グラムとしての活動となった（Table 1に会合一覧を示
す）。

1979年の会議では，まず研究面で，海洋物理，海洋
生物及び海洋汚染，海洋地質・地球物理の 3つの領域に
おける代表者を決めて具体的な計画を練っていく事が決
まった。現在のWESTPACとしてはほとんど実施され
ていないが，当時は地質・地球物理も柱の 1つになって
おり，奈須紀幸（当時，東京大学海洋研究所教授）が代
表者を務めた。また，モニタリング観測については，IG-
OSS（これは JCOMMの前身と言える）への協力を実施
すること，加えて観測データ管理については黒潮データ
センター（KDC）として活動していた JODCが，WEST-
PAC地域の責任データセンター（RNODC）として引き
続き主導的な役割を担うことが決まった。

CSKからWESTPACへ移行するに際しての大きな変
化としては，CSKでは黒潮の科学研究を進めると同時に，
黒潮の周辺については水産海洋学等の応用研究の部分も
強調されていたのに対して，WESTPACではより基礎
科学に重点を置くという点があった。このような変化が



Table 1.　List of meetings in the period of WESTPAC program under IOC

Table 2.　List of Intergovernmental session of 
WESTPAC after 1989
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起こった詳しい理由は定かではないが，1981年の第 2回
WESTPAC会議において設定された 5つの分野（海洋力
学，沿岸海洋，海洋生物，海洋汚染，海洋地質・地球物
理）では，それぞれ基礎科学の部分を強調して進める形
式への変化が見られた。
またもう 1つの特徴として，CSKのときも実施されて

いたTEMA（Training, Education and Mutual Assistance）
という能力開発の重要性がWESTPACの開始とともに
強調され始めた。この能力開発の重要性の議論を受けて
国内でも検討が進められ，日本のユネスコ信託基金
（Japanese Fund-in-Trust, JFIT）を活用して能力開発を
推進していくことが，文部省（現，文部科学省）の日本
ユネスコ国内委員会 IOC分科会で決定された。

1980年代には，WESTPACプログラムの会合の場で，
IOCの小委員会への格上げについて繰り返し議論が行わ
れ，1987年の第 4回WESTPAC会議において小委員会
（Sub-commission）に昇格することが決議され，1989年
の第 15回 IOC総会で承認された。
なお，IOC関連の文献は，http://www.jodc.go.jp/info/

ioc_doc/html/governing.htm において見ることができる。

2.　WESTPAC25年の歴史と現状

2.1　設立から現在

1989年にWESTPACプログラムからWESTPACと
いう IOCの小委員会になって以降，2012年の韓国・釜
山での会議まで合計 9回のWESTPAC小委員会による
政府間会合（以降，政府間会合）が開催された（Ta-

ble 2）。WESTPAC小委員会の初代議長には，根本敬久
（当時，東京大学海洋研究所教授）が選出されたが，1990
年夏に逝去したことから，中国の Jilan Su（当時，国家
海洋局第二海洋研究所教授）が後を引き継ぎ，第 2回政
府間会合では実行議長を務めた。Suはそのまま議長に
選出され 1999年まで 2期務め，その後 IOCの議長にも
選出された。Suの後，日本の平啓介（当時，東京大学海
洋研究所教授），韓国の Hung Tak Huh（当時，韓国海洋
開発研究所），中国の Zhanhai Zhang（当時，国家海洋局
国際部長）と続き，2012年からはタイの Somkiat Khoki-
attiwong（プーケット海洋生物学研究所海洋学 ･海洋環
境部長）が議長を務めている（Table 3）。
政府間会合とは別に，海洋研究を推進するために 3年

に 1回程度のペースで，WESTPAC国際科学シンポジ
ウムが開かれている。第 1回が 1986年にタウンズビル
で開催されて以降継続的に開かれ，2014年 4月にベトナ
ム・ニャチャンで開催されたシンポジウムが第 9回目で



Table 4.　List of WESTPAC International Science 
Symposium

Table 3.　List of Officers (chair, vice-chairs) of WESTPAC
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ある（Table 4）。各回のシンポジウムには日本からも多
くの研究者が参加し，研究発表を行い大きな貢献を行っ
ているが，シンポジウムに対する日本の顕著な貢献の例
として，2008年にマレーシアのコタキナバルで行われた
シンポジウムに触れる。当時，日本学術振興会（JSPS）
の支援によって，「沿岸海洋学」という東南アジア 5カ
国と日本とで協力して実施してきた JSPSプロジェクト
が 2001年から 10年計画で進行中であり，この時のシン
ポジウムには同プロジェクトの関係者が多数参加した。
そのうち 70名の各国の研究者はこのプロジェクトの経
費で参加して研究成果の発表を行い，多くの研究活動の
情報交換が行われた。これは日本のWESTPAC活動に
対する大きな貢献となり，JSPSに対する謝意が議長よ
り会議場で述べられた。

1989年の小委員会昇格後の構造上の大きな動きとし
ては，2008年以降の運用の改善が挙げられる。昇格から
20年近く時間が経過し，2000年代には既にWESTPAC
政府間会合で承認された多くの海洋科学プロジェクト
（詳細は後述）がリストされているものの，必ずしも活発
でないプロジェクトが散見されていたほか，プロジェク

トの提案もしくは終了のための手続きが不明確である
等，様々な問題点が指摘されつつあった。2008年に IOC
西太平洋地域事務所長に就いたWenxi Zhuが改革に取
りかかり，「Revitalization of WESTPAC」を旗印に，
2008年の第 7回政府間会合のころから 2010年にかけて
抜本的な運用の改善が行われた。
その結果，WESTPACにより承認された海洋科学プ

ロジェクトおよび新たに設けられたワーキンググループ
（詳細は後述）は，プロジェクト等を推進する者の提案に
基づいて国際諮問委員会（WESTPAC Advisory Group，
2008年以降新たに設置）で審査を行い，各回の政府間会
合で成果等進捗の報告を受け，チェック・アンド・レ
ビューを行う仕組みが作られた。
能力開発については，1981年度よりわが国の UNES-

CO信託基金（JFIT）から約 3万ドルの支援を受け，東
京大学の「白鳳丸」，気象庁の ｢凌風丸｣，海上保安庁の
「拓洋」などを利用した乗船研修を実施した。加えて，
1982年からは日本海洋データセンターが中心となって，
WESTPACデータ管理研修と銘打って全 15回，その後
WESTPAC/NEAR-GOOSデータ管理研修と名前を変え
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2.2　現在の位置付けと体制，活動状況

WESTPACは，前述の通り IOCの小委員会の 1つで
あり，IOCは 1945年に設立された国際連合（United Na-
tions）と連携協定を締結している 20程度の専門機関の
一つとして，政府間協定のもとで設置された UNESCO
（国連教育科学文化機関）の下部組織である。UNESCO
は教育と文化，科学の振興を通じて世界の平和に貢献す
る事を目的とし，2000名以上の職員を持つ巨大な組織で
ある。この UNESCOの通常予算に対する拠出金は現在
（2014年）日本が最大の拠出国となっている。一般に
UNESCOと言えば日本では富岡製糸場や富士山などの
「世界遺産の登録」が有名であるが，それに加えて貧困
撲滅のための教育や，国境や国益を越えた科学的活動も
重要な活動である。この UNESCOにおける科学活動の
一つとして IOCがあり，その中の小委員会の一つとし
てWESTPACがあるというのが現在の形である。
国連の中の IOCの役割は，UNESCOの下での海洋の

観測，科学，保全サービスに関するフォーカルポイント
であり，また国連海洋法条約の関連規定の履行を目的と
して，IOCは海洋法に関する専門家会議（ABE-LOS : 
Advisory Body of Experts on the Law of the Sea）を設
置し，海洋の科学的調査，技術の移転，海洋データの収
集等に係る法的問題について議論を実施している。これ
を基盤とし，UNESCOの科学局の中で政府間の枠組み
に基づいた海洋研究関連の活動が期待されている。現
在，IOCの活動を行うためのハイレベル目標として，i）
自然災害の防止，ii）気候変動・変化への対応，iii）海洋
環境の保全，iv）海洋・沿岸の資源および環境の持続的
活用につながる管理の 4項目があり，WESTPACはこ
れを地域の特徴に合わせて地域ベースで推進する事が求
められており，これらが小委員会としてのWESTPAC
の活動の根拠でもある。

WESTPACの活動には 21ヶ国（Table 5参照）が参加
し，西太平洋から東インド洋までインドネシアや南シナ
海という陸と海が入り組んだ複雑な海域を含む熱帯域の
海域から日本海を含む亜寒帯域までを対象とし，IOCが
行う全球規模の海洋関連事業の一環として，当該海域で
の地域的特徴を加味して事業が進められている。現在
は，IOCのハイレベル目標に合わせて，WESTPACに

て全 8回，延べ 100名を超える研修員を受け入れる能力
開発事業が行われた。一連のデータ管理分野の研修は関
係各国から高い評価を得ていたが，2006年～ 2007年ご
ろの JFITの運用見直しに伴って停止され現在に至って
いる。観測データは，WESTPACの様々な研究活動や
海洋サービスの展開にとって基盤となるものであること
から，この分野の研修に対する需要は大きい。JODCが
担っていた WESTPAC責任海洋データセンター
（RNODC-WESTPAC）の活動の一部を引き継ぐ形で開
始された「海洋データ情報ネットワーク（ODIN-WEST-
PAC）」に期待するところであるが，現状では必ずしも
活発に事業が展開されているとは言えず，活性化するた
めの方策が課題となっている。
改めて歴史を振り返ってみると，WESTPACの前身

と言える CSKの報告書において，既に「CSK事業が，
地域海洋共同調査事業の成功例として国際的にはかなり
高く評価されながらも，国内的には必ずしも評価されて
いない点など，CSKの経験を踏まえてWESTPACの事
業計画を立案する必要がある」との記述がある。この記
述は，現在のWESTPACに対してもそのまま当てはま
るのではないかと思われ，WESTPACにおける日本の
活動は外国から見ると高い評価を受けている一方，国内
では十分に知られていないという問題がある。これは，
日本国内におけるアウトリーチ活動の不足等によって，
海洋科学の重要な成果が示されて来なかったことが理由
の 1つである。また，これまで何度も国際科学シンポジ
ウムが実施されてきたが，2004年に中国・杭州で行われ
たシンポジウムの際には，査読プロセスを踏んだ論文を
集めておきながら結局論文集が出版されないという，シ
ンポジウムの実施を監督する小委員会としては全く未熟
としか言いようがない事態が起きた。WESTPACにとっ
ては，この失敗を真摯に反省し，二度と起こさない体制
としこれを維持する事が極めて重要である。2014年の第
9回シンポジウムでは，これらを踏まえて韓国の海洋学
会誌（Ocean Science Journal）を活用し，シンポジウム
の発表者が投稿する形式で査読付き論文として印刷され
る予定であり，日本からも編集委員として研究者が参加
し内外に科学の成果を示すことになっている。



Table 5　List of member states of IOC/WESTPAC
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おいても，i）インド洋・太平洋域の海洋と気候の理解，
ii） 海洋生物多様性と海洋生産物の保全，iii）海の健康の
管理，の 3つを実施すべき優先科学テーマと定めて事業
を展開している。
現在のWESTPACの事業は大きく分けて 4つに分類で

き，それらは，i）海洋観測とサービス（Ocean Observa-
tions and Services），ii）海洋科学プロジェクト（Marine 
Science and Applications），iii） 能力開発（Capacity De-
velopment），iv）ワーキンググループ（Working Groups）
である。これらの構成を Fig. 1に示す。このうち海洋観
測とサービスについては，GOOSの Regional Alliance 
でもある NEAR-GOOS及び SEA-GOOS （http://www.
ioc-goos.org/index.php?option=com_oe&task=viewGrou
pRecord&groupID=185）を各地域の特性に合わせた形
で運用している。この事業のうち，NEAR-GOOSについ
ては本総説の 4.1.で詳しく記述する。

WESTPACが承認した科学プロジェクトとして現在
実施されているものは 9つあり，これらは 2～ 3年に一
度のWESTPAC加盟国による政府間会合で継続を含め
審査される仕組みになっている。加えて，この政府間会
合の前には，新規の海洋科学プロジェクトの募集があ
り，応募内容を国際諮問委員会（WESTPAC Advisory 
Group）において議論し必要な修正を加えたうえで政府
間会合に提案される。現在の 9つの海洋科学プロジェク
トには多くの日本の研究者が参加し，このうち 4つのプ
ロジェクトに対して主導的な役割を果たしている。ま
た，これら日本の研究者が主導する海洋科学プロジェク
トに対して，その維持発展のために日本政府による
UNESCO信託基金（JFIT）の支援を受ける事が可能と
なっている。

WESTPACの海洋科学プロジェクトは計画や目的等
を明確にして実施するものであるが，それまでのレベル
に達していない課題提案の作成や，WESTPAC以外の
国際的な活動との連携など様々な検討の実施，横断的活
動やその他WESTPAC事業を補完する活動を行う場と
してワーキンググループの設立提案ができ，現在 4つの
ワーキンググループが設置されている。
能力開発については，WESTPAC設立時から重要な

事業として位置づけられ，海洋科学プロジェクトに付随
した形や海洋観測とサービスに付随した形で，サマース
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幅広い海洋科学のセッションと過去最大規模の参加者に
より，重要な科学成果の紹介と今後の計画に関する議論
が行われた（安藤・西田，2014）。

WESTPACのそれぞれの事業については，3章以降に
日本の活動のレビューを紹介することとするが，ここで
は日本以外の研究者等が主導してきた活動のうち主なも
のについて簡単に紹介をしておく。日本以外で主導的に
WESTPACの海洋科学プロジェクト等を実施している
国は中国であり，観測システムとサービスを目的とする
SEA-GOOSの枠組みの下で，SEA-GOOSパイロットプ
ロジェクトとして 2件が実施され，能力開発を目的とし
て 1件，海洋科学プロジェクトとして 3件が実施されて
いる。このうち SEA-GOOSは，2001年の SEA-GOOS設
立ワークショップを通じて，2005年に正式にタイの
Somkiat Khokiattiwongが立ち上げ，主として中国とタ

クールや研修ワークショップとして実施されている。最
近の新たな動きとしては，2008年のマレーシアのコタキ
ナバルで開催された第 7回政府間会合において，研修と
研究センター（以降，能力開発センター）の設立に関する
決議が採択され，その後，各国の主導の元，テーマ毎に
研修と研究センターを設置した活動がなされてきてい
る。既に中国では設置が認められて活動が行われてお
り，日本を含む他の国でも設置に向けた検討が進められ
ている。
これらのWESTPAC事業を通じて得られた研究や活

動成果を発表する場として，約 3年に 1度WESTPAC
国際科学シンポジウムを開催し，これらの事業の発展に
向けて開かれた議論を通じて，4つの事業を促進してき
た。最近では 2014年の 4月にベトナムのニャチャンに
おいて第 9回WESTPAC国際シンポジウムが開催され，



Fig. 2.　Example of observation cruise by SEAGOOS pilot project MOMSEI (Courtesy of Dr. Weidong Yu)
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おり，長期観測とサービスを目標とする GOOSの観測と
して構築されつつあるが，データの公開は行われていな
い。OFDSも中国が主導して行われているパイロットプ
ロジェクトであり，南シナ海の北緯 15度以南の海域およ
びタイ湾における波浪や水温，表層海流の予測が数値モ
デルによって実施されている（http://221.0.186.5/IOC-
WESTPAC_OFDS/index.jsp）。東南アジア諸国では純
粋な科学的成果より応用可能な科学的成果が必要とされ
る傾向があることを背景として，OFDSパイロットプロ
ジェクトへの参加を検討する研究機関が増えている。
能力開発については，中国国家海洋局第一海洋研究所

がホストする「海洋力学と気候に関する能力開発研究セ
ンター」の設立が 2008年に認められ，2011年に正式に
発足された。以降，毎年上記をテーマにした研修が中国
の青島で行われ，参加する若手研究者の数は年々増加し
ている。

イによる貢献によって行われているが，SEA-GOOSが
対象とする東南アジア海域は，後述の NEAR-GOOSとは
異なり現場観測データが少ない海域を対象としているこ
とから，観測を目的としたパイロットプロジェクトとし
て MOMSEI（Monsoon Onset Monitoring and its Social 
and Ecosystem Impact）の実施と，社会貢献を強く意識
した OFDS （Ocean Forecasting Demonstration System, 
海洋予報システム）のパイロットプロジェクトを実施し
ている。MOMSEIでは，特にベンガル湾からアンダマン
海のアジアモンスーンのオンセットとその社会への影響
を主眼とし，中国の国家海洋局第一海洋研究所が中心と
なり，タイの東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）
等の船を利用した観測が実施され，成果も幾つか出つつ
ある（例えば，Yu et al, 2012a ; Li et al, 2013a ; Li et al, 
2013b ; Yu et al. , 2012b等）。Fig. 2にMOMSEI航海の一
例を示す。ほぼ毎年決まった測線での観測が実施されて
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3.　 WESTPACおよびそれに関連する日本主
導の活動

本章では，日本が主導的に実施しているWESTPAC
の海洋科学プロジェクトについて 1節から 3節で，ワー
キンググループの活動について 4節で述べる。また，
2000年以降の日本の東南アジア研究に重要な役割を果
たした JSPSのプロジェクトについて 5節で総括し，こ
のプロジェクトを通じて得られた問題点を整理する。加
えて，6節では，今後のWESTPACにおける事業への重
要性に鑑み，WESTPACの対象海域である日本海と東
シナ海の国際共同研究について，その初期の段階におい
てWESTPACの目的にあわせて実施された日本海東シ
ナ海研究（JECSS ; Japan and East China Sea Study）か
ら CREAMSに至る研究の進展についても述べる。

3.1　 WESTPACにおける海洋リモートセンシング・プ
ロジェクト

1996年 2月 26日から 3月 1日に東京で開かれた
WESTPAC第 3回政府間会合において，中国第二海洋研
究所のWeigen Huangをリーダーとして，統合的沿岸域
管理（Integrated Coastal Area Management : ICAM）を
行うことを目的とした衛星リモートセンシングの研究プ
ロジェクト，Remote Sensing for ICAMプロジェクトが
開始された。当時としては，衛星画像を使って ICAM
に取り組むという先進的な試みであった。1998年 2月に
沖縄で開かれたワークショップでは，海岸線の変化と生
息場マッピングが議論された。しかしその当時は，可視
域マルチバンドセンサーを搭載している非商業衛星は，
30 mの地上分解能をもつ LANDSATしかなく実用的で
はなかったと思われる。
その後，2001年 8月に開催された第 5回WESTPAC

国際科学シンポジウムにおいて川村宏（東北大学教授）
が Remote Sensing for ICAMの共同リーダーになるよ
うに要請された。2002年 7月にバンコクでワークショッ
プが開催され，これまでの ICAMプロジェクトは，川
村をリーダーとするOcean Remote Sensing Project（OR-
SP）に改組され，ORSPを 2つのサブプロジェクトによ
る構成とし，川村がリードする新世代海面水温プロジェ
クト（New Generation Sea Surface Temperature Project : 

NGSST-P）と，Weigen Huangがリードする赤潮プロ
ジェクト（Red Tide Project : RT-P）で活動することに
なった。2002年 8月にオーストラリアのフリーマントル
で開催されたWESTPAC第 5回政府間会合でこの改組
が正式に認められて 2005年まで続けられた。NGSST-P
は欠測がない，1 kmの空間解像度と 3時間の時間分解
能をもつ海面水温分布図を得ることを目標としており，
SEA-GOOSやNEAR-GOOSと協力して研究が行われた。
RT-Pは福代康夫がリーダーのWESTPAC有害藻類増
殖プロジェクト（WESTPAC-Harmful Algal Bloom : 
HAB）と協力して，衛星による赤潮監視（Red Tide 
Watcher）を始めた。これが第 1期 ORSPである。

2005年 5月にベトナムのニャチャンで開催された
WESTPAC第 6回政府間会合において，ORSPおよびサ
ブプロジェクト NGSST-Pのリーダーを川村宏とするこ
と，サブプロジェクト RT-Pを終了して Ocean Color 
Project（OC-P）を新設し，石坂丞二（当時，長崎大学教
授）と Yu-Hwan Ahn（当時，Korean Ocean Research 
and Development Instituteの Principal Researcher）が
共同リーダーになることが認められ，第 2期 ORSPが開
始された。OC-Pでは，黄海における植物プランクトン
による一次生産を衛星画像から推定するアルゴリズムの
開発が行われた。また，米国の海洋大気局が中心となっ
て推進している国連開発計画地球環境ファシリティー
（UNDP/GEF）の大規模海洋生態系（Large Marine Eco-
system : LMEs）プロジェクトの一つである黄海大規模
海洋生態系研究計画（Yellow Sea Large Marine Ecosys-
tem : YSLME）および北西太平洋の日本海や黄海の海洋
環境に関する国連環境計画（UNEP）の地域国際協力機
構である北太平洋地域海行動計画（Northwestern Pacif-
ic Action Program : NOWPAP）と連携して研究が行わ
れた。
その後，2008年 5月にコタキナバルでの第 7回WEST-

PAC国際科学シンポジウムにおけるサイドワークショッ
プ Ocean Remote Sensing ‒ from Satellite Oceanogra-
phy to Integrated Coastal Area Management （ ICAM）
が開かれた。NGSST-Pおよび OC-Pは，それぞれ大きな
研究の進展があり，WESTPACのプロジェクトから独
立して活動することになった。一方，持続的な社会の発
展に対する沿岸域管理の必要性が広く認識されるように
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なったこと，空間分解能の高い非商業衛星（日本の衛星
であるAdvanced Land Observation Satellite: ALOS）の
マルチバンド画像（AVNIR-2 : 10 m解像度）が入手可能
になったことから，第 3期の ORSPとして ICAMのた
めのリモートセンシングの研究を始めることとし，その
リーダーを東京大学の小松輝久にすることが決められ
た。WESTPACにおける ICAMへの衛星リモートセン
シングの取り組みの土台は，小松輝久が 2002年から始
まった JAXAの ALOSプロジェクトにおいて東南アジ
アの沿岸域生息場マッピングをテーマとした AVNIR-2
を用いる研究の Principal Investigator （PI）であったこ
と，東京大学海洋研究所がホストとなった日本学術振興
会の多国間プロジェクト「東南アジアの沿岸海洋学」 
（2001-2010年）のGroup 1 （Physical Oceanographyリー
ダーは，当時，九州大学教授の柳哲雄）において，2007
年からマレーシア Universiti Teknologi Malaysia（Uni-
versity of Technology Malaysia ; UTM）教授の Ibrahim 
Seeniやインドネシアの Nurjannah Nurdin（Hasanuddin 
University）らと海草藻場やサンゴ礁など生息場のマッ
ピングを小松輝久が行ってきたことが土台としてあっ
た。特に，マレーシアでは経済発展に伴い海草藻場が減
少していることへの危惧から，タイムリーな研究として
Ibrahim Seeniは共同研究を推進した。

2010年 5月 10-13日にインドネシアのバリで開催され
たWESTPAC第 8回政府間会合で，正式に ORSPの変
更が認められた。翌年の 2011年 4月に ORSP for ICAM
のキックオフのサイドワークショップが開催され，持続
的な沿岸域の発展に不可欠でありWESTPAC域内にお
いて埋立てなどの開発の影響により面積の減少が危惧さ
れている海草藻場のマッピングに取り組むことが決まっ
た。このプロジェクトでは，2011年から始まった東京大
学大気海洋研究所が拠点となった日本学術振興会の
Asian Core Project “Establishment of research and edu-
cation network on coastal marine science in Southeast 
Asia（リーダー西田周平）”とも連携して研究を行ってい
る。

2011年 11月にマレーシア UTMにおいて第 2回ワー
クショップが開催され，現在の参加メンバーの各国にお
ける海草藻場の分布データ，衛星リモートセンシングに
よる解析状況，グランドトゥルースの方法について議論

された。また小松輝久がALOS衛星の研究プロジェクト
の PIであったことからメンバーの研究対象域の
AVNIR-2画像を取得し共同研究が行われた。それらの
結果をまとめ，2012年 10月 29-11月 1日に京都で開催
された SPIE Asia-Remote Sensing Conferenceにおいて
マレーシア 1名，ベトナム 2名，カンボジア 1名，タイ
1名，インドネシア 1名，日本 2名による発表があり，
SPIE Proceedingsに論文が出版された（例えば，Nurdin 
et al. , 2012, Muslim et al. , 2012, Sawayama et al. , 2012な
ど）。

2014年 4月 22-25日にベトナムのニャチャンで開催さ
れた第 9回WESTPAC国際科学シンポジウムにおける
ワークショップでは，タイ，ベトナム，カンボジア，イ
ンドネシア，マレーシア，日本の海草藻場の衛星リモー
トセンシングによる研究の現状と今後の方針について議
論された。その直後の 4月 25-27日には，サイドワーク
ショップとしてトレーニングワークショップが Institute 
of Oceanographyにおいて 8カ国からの大学院学生 7名
を含む 24名の参加のもとで開催された。学生等の能力
開発のために，実際の衛星画像とコンピュータを用い，
海草藻場の衛星画像解析を行う実践的研修が実施され，
充実した能力開発事業となった。2015年に予定されてい
る次回のトレーニングワークショップでは，海草分布の
測定方法（ground truthing）が行われる。
これらの一連の活動の成果の具体例としては、マレー

シアの海草藻場マッピングがある。中国の Country Gar-
den Holdings とジョホール州の Kumpulan Prasarana 
Rakyat Johorによるジョイントプロジェクト “Forest 
City” として，ジョホール海峡に面するマレーシアの
Tanjung Kupang海域をおよそ 2000 ha埋め立てて，最
大 1,005 ha，最小 58 haの 4つの人工島をつくる埋立工
事および浚渫工事が，環境アセスメントなしに 2014年 2
月から進められていた（Muta Harah, 私信）。本プロ
ジェクトで行われた海草藻場マッピングおよび ACORE
プロジェクトにおける日本マレーシア二国間共同研究で
ある “Integrated Ecosystem Research on Seagrass Hab-
itats in Southeast Asia （ IER）”における本海域の海草藻
場総合調査から，マッピングにより東南アジアでも有数
の大規模海草藻場が分布し，現場調査により水産生物種
や絶滅危惧種のジュゴンを含む多様な海洋生物の生息場
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化学的特性，個体群動態，環境への影響と，有害藻類が
関わる生物活性物質を理解すること」，そして「モニタ
リングや調査を含めた信頼しうる効果的な管理システム
を確立するために有用な科学的知見を提供し，有害藻類
を原因とする被害を防止すること」である。そして，現
在までに構築されてきた西太平洋地域における有害藻類
の国際研究ネットワークを活用することで現場データの
取得と情報交換を行い，トレーニングコースを開催・支
援することで有害藻類研究者を育成し，また，交換した
情報に基づいて有害藻類の被害対策や有害藻類の多様性
に関する国際連携研究を進めることによって成果が発信
されてきた（e.g. , Fukuyo et al. , 1989 ; Kotaki et al. , 2000 ;  
Furuya et al. , 2006 ; Lim et al. , 2007 ; Azanza et al. , 2008 ; 
Iwataki et al. , 2008, 2009 ; Fukuyo and Kodama, 2011）。
海洋に出現する微細藻類の一部の種は赤潮を形成する

ことで魚類の大量斃死を引き起こす。また，特定の微細
藻類が産生する毒物質は濾過食した二枚貝等に蓄積され
ることで貝が毒化し，これを食べた際には身体のしびれ
や下痢などの中毒症状が見られ，時には死亡事例も報告
されている。これら漁業被害や公衆衛生上の問題の原因
となるのが有害藻類である。現在までに漁業被害に関
わってきた原因種に関する情報，そして微細藻類が産生
する毒の分析結果に基づいて，数多く出現する微細藻類
の中で魚介類の大量斃死に関わる有害赤潮原因種，そし
て貝を毒化させる貝毒原因種や魚類を毒化させる魚毒原
因種が特定されている。主に渦鞭毛藻，ラフィド藻，珪
藻などの構成種が含まれる。魚類斃死や魚介類の毒化を
含めた有害藻類を原因とする漁業被害は日本でも発生し
続けている自然現象であり，東南アジアの沿岸域では，
現在も原因種が不明な被害事例も報告され続けている。
本プロジェクトでは，構築した有害藻類の国際研究ネッ
トワークを活用し，有害藻類に関する情報を収集・交換
することを通して基礎的知見を蓄積しながら国際連携研
究そして有害藻類に関する啓発活動が行われている（Fu-
kuyo and Kodama, 2011 ; Fukuyo et al. , 2011）。
本プロジェクトでは，21年前に福代康夫が代表を務め

て以来，東南アジアを中心とした有害藻類に関する国際
研究ネットワークの構築に尽力し，タイのチュラロンコ
ン大学理学部，フィリピンのフィリピン大学海洋科学研
究所，ベトナムの海洋研究所などとの連携が強化されて

になっているという研究結果をもとに，2013年からマ
レーシアの研究者が連邦政府およびジョホール州政府に
環境アセスメントとミティゲーションを求める計画変更
を要請した（2014年 6月 24日付け Online記事 http://
www.nst.com.my/node/5884）。その結果，2014年 6月
に埋立工事が中断され，環境アセスメントが実施される
ことになり，今後，海草藻場を保全するように配慮され
る可能性がでてきた。
以上のように，“ORSP for ICAM” の成果の一部は，

実際の現場で起きている埋立などの海洋環境問題に対し
て海草場分布という科学的情報の提供を通じて社会に貢
献するような段階に至っている。今後，特にWEST-
PAC域内の発展途上国における開発に際して沿岸生態
系が保全されるように，生息場や沿岸域の人間活動など
を広域かつ正確にマッピングできる ground truthingを
含む衛星画像解析の標準的手法を確立することによって
持続的社会建設のための沿岸域の統合的管理に対する
ORSPのさらなる寄与が可能になるものと期待される。

3.2　 WESTPACにおける有害藻類増殖（HAB）に関す
るプロジェクト

Harmful Algal Blooms in the western Pacific（WEST-
PAC-HAB）プロジェクトは，1989年のWESTPAC設立
と同時に始まったWESTPACの科学プロジェクトであ
り，1990年にタイで開催されたWESTPAC第 1回政府
間会合において，岡市友利（当時，香川大学教授）が最
初のWESTPAC科学プロジェクトのリーダーになった。
その後，1993年にタイのバンコクで開催された第 2回政
府間会合において，福代康夫（当時，東京大学助教授）
がプロジェクトリーダーになった。本プロジェクトでは
以来 20年以上の間，東南アジア域を中心とした有害藻
類に関する共同研究と教育活動を中心とした活動が行わ
れてきた。2012年 5月に韓国の釜山で開催された第 9回
政府間会合では，岩滝光儀（当時，山形大学准教授）が
プロジェクトリーダーとなり現在に至っている。

WESTPACプロジェクトは 2年に一度開催される政
府間会合において，会期中の進捗と次期会期中の活動計
画に関する評価を受けるが，本プロジェクトでは 2年間
だけでなく長期目標を定めて有害藻類に関する国際連携
研究が進められている。1つは「有害藻類の生物学的・



Photo 1.　Training workshop on Harmful Algal 
Bloom Research of WESTPAC-HAB project, 
which is hosted by Dr. Lim Po Teen at Malaysia 
Malaya University in 2014.  Upper is at lecture, 
and lower is at practical training of observance of 
micro-alga samples.
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きた。これらの研究室では現在までに有害藻類に関する
トレーニングコースが開催され，それぞれの国における
有害藻類研究の中心的役割を担ってきた。現在ではプロ
ジェクトの運営メンバーに 11カ国から 15名が参加する
など，西太平洋地域を幅広く網羅する研究者ネットワー
クができている。この国際研究ネットワークの構築に際
しては，日本からは福代康夫を始め，児玉正昭（当時，
北里大学教授），緒方武比古（当時，北里大学教授），佐
藤繁（当時，北里大学助教授），小瀧裕一（当時，北里大
学助教授），古谷研（当時，東京大学助教授），松岡數充
（当時，長崎大学教授）等の研究者がトレーニングコース
を開催し参加することで連携の強化と有害藻類研究レベ
ルの向上が行われた（Photo 1）。2001年からは 10年間，
東南アジアの研究者間の連携を強化することを目的とし
て，東京大学海洋研究所（現，大気海洋研究所）の拠点
大学交流事業多国間交流「沿岸海洋学」（代表：小池勲夫
2001～，寺崎誠 2005～，西田睦 2007～）と連携しなが
ら進められてきた（Fukuyo et al, 2011）。同事業は東南
アジアの 5ヶ国，インドネシア，タイ，マレーシア，
フィリピン，ベトナムを対象としており，WESTPAC-
HABプロジェクトの主要な活動地域となっている。
現在，WESTPAC-HABは，日本政府の UNESCO信

託基金（JFIT）の支援を受けて活動しているプロジェク
トの 1つとなっており，また前述の「沿岸海洋学」の後
継の事業として 2011年度より東京大学大気海洋研究所
が推進しているアジア研究教育拠点事業（ACORE）「東
南アジアにおける沿岸海洋学の研究教育ネットワーク構
築」（代表：西田周平）とも連携しながら，特に東南アジ
ア地域を中心に活動が行われている。ACOREプロジェ
クトについては本総説の 3.5に記述される。
有害藻類を原因とする被害軽減を目的として，本プロ

ジェクトでは国際連携研究の他，啓発活動が継続して行
われている。2012年には西太平洋地域に出現する微細藻
類写真を取りまとめた図鑑（Omura T. et al, 2012）が出
版され，プロジェクトメンバーに配布することで有害藻
類の種同定技術の向上と国際連携の強化を図るとともに
トレーニングコース等でも利用されてきた。近年では啓
発活動における効率化を図るため，各国研究者がトレー
ニングコースを開催し，本プロジェクトからは講師と資
料を提供することとした。2014年にはこの方針に沿っ

て，8月にマレーシア・バチョのマラヤ大学臨海実験所
で同准教授の Lim Po Teenが，同じく 8月にシンガポー
ル大学の Leong Chee Yewがそれぞれトレーニングワー
クショップを主催し，日本からは福代康夫と岩滝光儀が
講師として参加している。
本プロジェクトでは 20年以上の間，有害藻類に関す

る連携研究が行われてきたが，有害藻類を原因とした漁
業被害や公衆衛生上の問題は現在も東南アジア沿岸域で
頻発し，さらには原因種の分布域の広域化も疑われてい
る。これに伴い，西太平洋地域のそれぞれの海域で現在
までに報告のない有害藻類が初めて出現する事例も見ら
れるようになってきた。本プロジェクトではこれらの情
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シガテラは渦鞭毛藻 Gambierdiscusなどが産生すると考
えられている。二枚貝が有毒プランクトンを食べること
によって毒を蓄積することで貝が毒化する。これら生物
毒の原因種の多くが有害藻類に起因することから，プロ
ジェクトの運営メンバーも上述のWESTPAC-HABプロ
ジェクトと兼務している研究者が多い。しかしWEST-
PAC-HABが有害藻類の分類，分布，生理生態等の生物
学的側面を対象としているのに対して，本WESTPAC-
TMOでは生物毒の化学的側面からの連携研究が進めら
れており，有害藻類以外の生物毒，フグ毒なども研究対
象とされている。有害藻類を対象としていても，研究手
法と研究者は生物研究と化学研究で全く異なっている。
本プロジェクトでは海洋生物毒による公衆衛生上の被

害の軽減を目的として，トレーニングワークショップ開
催の他，生物毒に関する出版物の現地語翻訳，パンフ
レットの作成等の啓発活動が行われている。トレーニン
グワークショップには，日本からは福代康夫の他，児玉
正昭，高田義宜（新日本検定協会）等が講師として参加
している。2011年 3月にはマレーシア・コタサマラハン
のマレーシア大学サラワク校で「珪藻 Pseudo-nitzschiaの
分類と生態」に関するトレーニングワークショップを，
2012年 3月にはベトナム・ニャチャンの海洋研究所で
「プランクトンと貝からのドウモイ酸の免疫学的検出手
法」に関するトレーニングワークショップが開催されて
いる。
更に 2013年 3月には国立シンガポール大学でWEST-

PAC域の有毒微細藻による食中毒に関するワーク
ショップが HABプロジェクトとの共催で行われた。そ
の時にWESTPAC域で近年特に多発化が見られてきた
シテガラが大きな話題となり，この問題を科学的に究明
するためには単なる症状による推定ではなく LCMS/MS
等の最新分析機器を用いた精確な分析による毒の存在確
認が不可欠であるという共通認識のもと，その分析が可
能な世界で唯一の機関である中央水産研究所および東京
大学において 2013年 11月にワークショップが開催され
た。また，SPCの発行したシテガラに関する解析冊子を
ベトナム語，タイ語などに翻訳刊行し，東アジアに分布
する有毒フグに関して誤食を防ぐためのパンフレットが
印刷配布された。
鈴木敏之はトレーニングワークショップに講師として

報を収集し国際連携研究として報告が進められている。
2012年にはインドネシアのスマトラ島南端のランプン
湾で渦鞭毛藻 Cochlodinium polykrikoidesの赤潮が初めて
発生して養殖魚類が斃死し，その後現在まで継続して出
現するようになっている（Thoha et al, in press）。また，
マレーシアとシンガポール間のジョホール海峡では渦鞭
毛藻 Karlodinium australeによる赤潮が 2014年に初めて
漁業被害を引き起こした。これらの情報は現地研究者と
の共同研究として報告された（Lim et al, 2014）。本プロ
ジェクトでは国際研究ネットワークをさらに強化するこ
とでこれら東南アジア沿岸域に対して今も頻出する新た
な有害藻類に関する知見が発信され，また，地域内にお
けるトレーニングを継続することで研究者ネットワーク
の持続的活動が推進されている。

3.3　 WESTPACにおける有毒海洋生物に関するプロ
ジェクト

WESTPAC地域における有毒海洋生物（Toxic Ma-
rine Organisms：WESTPAC-TMO）は海洋生物毒研究
に関する国際連携を進めるプロジェクトである。上述
（3.2.参照）した有害藻類増殖に関するプロジェクト
（WESTPAC-HAB）のメンバーを中心に，2010年 5月に
インドネシアのバリで開催された第 8回政府間会合でプ
ロジェクト設立が認められ，ベトナム・ニャチャンの海
洋研究所の Dao Viet Haをプロジェクトリーダーとして
活動が進められている。2012年 5月に韓国の釜山で開催
された第 9回政府間会合では前会期中の活動内容が認め
られて継続し，現在は 2期目に入っている。本プロジェ
クトには日本による貢献が大きく，現在も日本政府の
UNESCO信託基金（JFIT）の支援を受けて活動してい
るだけでなく，プロジェクト設立に関しても，プロジェ
クトそのものも，当時WESTPAC-HABのプロジェクト
リーダーであった福代康夫により立ち上げられた。
本プロジェクトの活動は下痢性貝毒，麻痺性貝毒，記

憶喪失性貝毒，神経性貝毒，そしてシガテラといった生
物毒を主な研究対象としている。これら貝毒は貝が作る
ものではなく，下痢性貝毒は Dinophysis属の渦鞭毛藻，
麻痺性貝毒は Alexandrium，Gymnodinium，そして Py-

rodiniumなどの有毒渦鞭毛藻，記憶喪失性貝毒は浮遊性
珪藻の Pseudo-nitzschiaや底生性珪藻の Nitzschia，そして
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参加するだけでなく，ベトナム沿岸で毒化したと考えら
れる貝の毒分析においても日本の研究室の機器を利用す
るなどの貢献をしている。ドウモイ酸による貝の毒化事
例の多くは被害事例から推察されたが，特に東南アジア
沿岸域において二枚貝から直接，化学分析によって検出
できている事例は少ないのが現状である。本プロジェク
トでは国際研究ネットワークでの連携を用いて現地研究
者による現場の中毒情報と毒化試料の入手，そして日本
の研究者による化学分析を進め，毒化現象の把握に務め
ている。

3.4　 Asian Dustと海洋生態系

気候変化と環境変化は，海洋の物質循環，大気の化学
的特性，大気・海洋間の物質循環に大きな影響をもたら
す。大気経由で輸送された窒素化合物や鉄などは海洋に
沈着し，海洋の生産力を変化させる。こうした変化に
よって，海洋における二酸化炭素吸収や気候変動要因と
なる気体の放出などが変化するといった気候へのフィー
ドバックが存在すると考えられる。現在進行している地
球温暖化は，海水温の上昇と海洋表層の成層化を強め，
深層からの栄養塩供給を低下させることで，海洋の生産
力を制限する。一方，気候変化は風，降雨，融雪時期な
どを変化させ，さらには土地利用変化が，ダスト（黄砂）
の発生量や輸送経路を変化させる。海洋に供給される主
な微量金属の起源は黄砂であり，鉄を中心とする微量金
属は，海洋の基礎生産や窒素固定生物の重要な制限要素
となっている。
西部北太平洋は，地球規模でも重要な二酸化炭素吸収

（亜寒帯域）と窒素固定（亜熱帯域）が行われる海域であ
り，それぞれの過程は強く鉄供給に依存したプロセスで
ある。さらに，東アジア沿岸部の工業化に伴い，窒素化
合物供給が急速に増加しており，これらの要素の海域へ
の影響評価が急務となっている。この急速に変わりつつ
ある西部北太平洋域は，地球規模でも重要な食糧生産の
場であり，炭素や窒素の全球収支でも大きな役割を果た
している。しかし，海洋環境変化の将来予測は重要では
あるが，容易ではない。地球圏－生物圏国際協同研究計
画 /海洋・大気間の物質相互作用研究計画（ IGBP/SO-
LAS）のもと，わが国においては関連するプロジェクト

が進展されてきた。特にアジア地域における黄砂の海洋
への影響研究を促進するため，ADOES（Asian Dust and 
Ocean EcoSystem : 海洋生態系に対する黄砂の影響に関
する研究）が 2004年にカナダのハリファックスで行わ
れた SOLAS国際会議で提案され，新しいタスクチーム
が 2008年南アフリカ共和国ケープタウンで開催された
SOLAS科学委員会で認められた。

WESTPACにおいては，2010年 5月の政府間会合に
おいて ｢ IOC/WESTPAC Working Group No.001｣ とし
て ｢ Impact of Asian Dust on Marine Ecosystem｣ が承
認され，東南アジア諸国の研究者達とともに大気汚染物
質の海洋環境への影響を含めた活動が開始された。その
後 2010年 11月に長崎でWESTPAC活動の一環として
第 5回ADOESワークショップが，2011年 10月には中
国の青島で第 6回ワークショップが開催された。また，
2011年 3月には韓国釜山での第 8回WESTPAC国際科
学シンポジウム開催時に ADOESの Side Workshopが
開かれた。続いて 2014年 4月のベトナムのニャチャン
市で開催された第 9回国際科学シンポジウムでは，セッ
ション “Status, trends and effects of climate, natural dis-
turbances and anthropogenic stressors on ocean ecosys-
tems” が取り纏められた。
当該ワーキンググループでの議論を元に，日中共同研

究プロジェクトであるMETMOP（Marine Ecosystem 
Transit from Marginal seas to Open Pacific : 北太平洋縁
辺海から外洋における生態系システムの気候変化に対す
る応答）が科学技術振興機構（JST）/中国科学技術部
（MOST）の研究交流事業として，2010年から 2013年ま
で行われた。2010年には「白鳳丸」航海に中国海洋大学
の大学院生 2名，「淡青丸」研究航海に中国人研究代表
者が乗船し，東シナ海を含む西部北太平洋海域の観測で
得られた海水試料の化学分析やプランクトン培養実験な
どが行われた。また，大気中のエアロゾルと降水試料中
の栄養塩である窒素化合物の測定が行われ，それらの起
源は農業活動や化石燃料の燃焼によって発生したもので
ある事が明らかにされた（Jung et al. , 2013）。これらの
大気からの窒素化合物による海洋生物生産への寄与は
数％であると見積もられ，降水現象を伴う窒素化合物の
海洋への沈着は増加の傾向があり，その重要性が増すこ
とが指摘された。また，同航海において，中国側は船上
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測機器の不足によるところが大きい。このような状況の
中，2003～ 2006年にタイのカセサート大学の調査船に
よる北部タイランド湾を対象とした海洋物理学，海洋化
学，海洋生物学の研究者による学際的な船舶観測が 6回
実施された。この船舶観測は日本の研究者が，船舶観測
経験の少ないタイの若手研究者や学生に対して観測計画
の策定方法や観測方法を教える機会ともなった。また，
ベトナムではインドシナ半島東側に沿う強い流れを観測
するため，ベトナムの漁船による CTD観測と GPS漂流
ブイによる流速観測が実施された。一連の観測で得られ
たデータは貴重なものであり，北部タイランド湾を対象
とした船舶観測からは水塊構造の時空間分布や低次生態
系の応答を知ることができた（Mino et al. , 2014）。また
科学的な成果はもちろんのこと，それよりも本格的な観
測をタイとベトナムの沿岸域で実施できたことに大きな
価値があり，これらの観測実績はこれから紹介する
ACOREでの共同研究に活かされてくる。
この JSPS多国間拠点交流事業「沿岸海洋学」の終了

後，この事業の主なメンバーにより新たにアジア研究教
育拠点事業（ACORE）が開始された。各国の参加メン
バーからは以前と同じく沿岸の海洋環境問題対策に関す
る共同研究を実施したいとの要望があり，現在メンバー
はいくつかの研究計画を策定し実行している。ACORE
における海洋物理グループの研究方針としては，できる
だけ現場観測を実施し，観測データの解析さらには観測
データに基づいた数値実験を行うこととしている。特に
東南アジア沿岸域ではほとんどデータのない時系列デー
タの取得とその解析に重点をおいている。これは劇的に
変化している東南アジアの沿岸環境の実態把握と環境問
題への対応を適切に行うためには，観測データの蓄積が
必要不可欠であり，今まさに行うべきことと考えている
からである。この研究方針に各国の研究者は同意してい
るが，日本の沿岸ではそれほど難しくない数ヶ月の観測
機器の係留であっても，東南アジアでは機器の盗難など
セキュリティ上の問題から極めて困難である。しかしな
がら，東南アジアの沿岸域を対象とした新たな研究
フェーズにおいて現場観測は欠かせないことから，北部
タイランド湾観測を経験したタイの研究者とともに船舶
および係留観測を 2011年と 2012年に実施した。
このタイにおける船舶観測および係留観測は北部タイ

で黄砂の添加実験を行い，黄砂を加えた海水中で植物プ
ランクトンが増加することが示された（Liu et al. , 2013）。
中国を中心とするグループでは，2011年の春と秋に黄

海から東シナ海にかけて，R/V Dongfanghong II による
2度の研究航海が行われた。黄砂現象の出現時において
衛星画像によるクロロフィル濃度分布と船上観測結果が
解析され，黄海において黄砂飛来と植物プランクトン増
加の相関が高いことが示された（Tan et al. , 2011）。また
マレーシアのグループは天然放射性核種を用いて，大気
起源物質の海洋表層への影響評価に取組んだ。
これらの成果はWESTPACの活動として，PICESや

SOLAS Open Science Conference，米国地球物理学会研
究発表集会他の国際会議で発表されるとともに，論文と
して刊行されている。当該WG関連の活動報告は，
http://iocwestpac.org/asian-dust-and-its-impact-on-ocean-
ecosystem/57.html，または http://www.solas-int.org/ac-
tivities/task-teams.html，に詳しい。

3.5　 アジア研究教育拠点事業関連の活動（ACORE）

2011年度より始まった JSPSアジア研究教育拠点事業
（ACORE）「東南アジアにおける沿岸海洋学の研究教育
ネットワーク構築」は，海洋物理，生物多様性，海洋汚
染の 3つの大きな研究グループにより実施されている。
本事業は 2001～ 2010年度に実施された JSPS多国間拠
点大学交流事業「沿岸海洋学」で構築されたインドネシ
ア，タイ，フィリピン，ベトナム，マレーシアの 5カ国
の研究者とのつながりを基礎として実施されている。こ
こでは，海洋物理グループの活動を中心に紹介する。
東南アジアの沿岸域では，急速な経済発展に伴う貧酸

素や赤潮などの様々な海洋環境問題への対応や漁場環境
の把握などが望まれている。このような要求に答えるた
め，JSPS多国間拠点交流事業「沿岸海洋学」では東南
アジア各国の研究者と日本の研究者による共同研究が実
施されてきた。この事業により数値モデルや人工衛星
データを使った多くの研究成果が得られた（例えば，
Buranapratheprat et al. , 2008a ; Buranapratheprat et al. , 
2008b ; Pramot et al. , 2010）。一方，現場観測に基づく研
究は極めて少なかった。これは，予算的な問題もある
が，主な理由としては現場観測をするための観測船や観
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ランド湾の北東部に位置するバンパコン川河口域で行わ
れた。この海域では牡蠣など貝類を対象とした養殖が広
域で行われているが，毎年 9月下旬になると養殖貝の大
量斃死が発生している。この原因を解明するため，2011
年と 2012年にそれぞれ 3回の船舶観測と 1ヶ月半の係
留観測が実施された。係留観測では養殖場内部とその沖
に，竹でできたプラットフォームを地元の漁業者に自作
を依頼し，水温塩分計，流速計，水位計，溶存酸素計を
係留して，タイのグループが定期的に観測機器の監視を
行った。これらの観測から，養殖貝類の大量斃死は貧酸
素水塊によるものであり，貧酸素水塊は養殖場内で発生
するのではなく，南西モンスーンから北東モンスーンへ
の風の変化と雨期の河川流量増加に伴う流動場の変化に
より沖合から養殖海域へ貧酸素水塊が輸送されるためで
あること（Morimoto et al. , 2012）が示唆されるなど，一
定の成果が得られた。
今回タイで実施された地元漁業者との協働による観測

とその研究成果は，タイ以外の参加研究者に大きなイン
パクトを与えた。実際，インドネシアとベトナムの研究
者はそれぞれの研究対象海域での現場観測計画の策定を
行い実行するための準備を行っている。一方日本は，高
度経済成長による沿岸環境問題への対策として様々な観
測的研究を行ってきた実績があり，また，観測データと
数値モデルの融合により沿岸海域管理の高度化に成功し
ている。今後，これまでの実績と経験を生かし東南アジ
ア各国との共同研究が推進されるべきであり，ACORE
で構築される研究者のネットワークと研究成果は今後の
国際共同研究の基盤となるものである。

3.6　 JECSSから PAMS等縁辺海観測

WESTPACに関係する縁辺海研究活動の中で，日本
の海洋研究者が深く関与してきた東アジアの縁辺海を中
心に，国際的な研究交流と共同研究について述べる。東
アジアの縁辺海に関わる研究者間の国際交流が本格的に
始まったのは，第 1回の日本海東シナ海研究（JECSS :  
Japan and East China Seas Study）ワークショップが開
催された 1980年代の初め頃と思われる。

JECSSは，WESTPACの目的に即して，市栄誉（当時，
テキサス農工大），高野建三（当時，筑波大学）が中心と

なって設立された，特に日本海・東シナ海に関わる海洋
研究の国際交流を目指した一連のワークショップの総称
であり，当初はつくばで開催されていた。第 2回のワー
クショップがつくばで開かれたことと，第 3回が日本で
開かれる予定であることが，EOSのニュースに紹介され
ている（ Ichiye, 1983）。以後，2年に一度，東アジアを中
心に様々な都市で研究集会が開催されてきており，2001
年には PAMS/JECSS（Pacific-Asian Marginal Seas/Ja-
pan, East China Seas Study）という名前が用いられ，
2009年以降は PAMSという名称になり，2011年には台
湾の台北，2013年には中国の杭州で開催された。ワーク
ショップの成果は初期には La Merに特集号として掲載
されるなどしていたが，近年は Progress in Oceanography

や Journal of Geophysical Research: Oceansなどに特集が組
まれるようになった。2015年には第 18回 PAMSが九大
応力研と琉球大がホストとなって，那覇で開催される予
定になっている。
最近は，多数の縁辺海に関する国際会議や研究集会が

開かれており，東アジアだけでなく，世界中の国際集会
に日本からも多くの研究者が参加する状況であるが，
JECSSが始まったころには，その様な機会も多くはな
く，この海域で研究を続けている研究者間の国際交流と
研究の促進に大きな役割を果たした。こうした活動によ
る大きな成果の一つに東アジア縁辺海循環研究
（CREAMS : Circulation Research of the East Asian 
Marginal Seas）がある。

CREAMSは，1993年に竹松正樹（当時，九州大学）
が中心となって立ち上げられ，日本海を対象とした日
本，韓国，ロシアの共同研究プロジェクトであり研究集
会も繰り返し開催された。1997年までの 5年間を phase 
1として，主として日本海の循環構造に関わる物理過程
に関する研究が進められた。ロシアの調査船を借りて実
施された冬季の日本海北西部の観測や，深海係留を日本
海全域に展開するなど，精力的な観測が行われた。その
一環として，当時海洋研究にあまり利用されていなかっ
た長崎大学水産学部の練習船「鶴洋丸（旧）」の協力が
繰り返し得られたことも，海洋研究のコミュニティーと
して意義のあることであった。これらの共同観測に乗船
した当時の大学院生や若手研究者間の国際交流は，その
後の研究ネットワークにも大きな影響を与えている。
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た，国立環境研究所と中国との共同研究など，様々な取
り組みが行われてきた。その一例として，2007年から
2009年に実施された科学技術振興調整費による日本，
韓国，中国，台湾の多くの研究機関による共同研究で
は，日本からは九州大，長崎大，富山大，名古屋大が参
画し，東シナ海の海洋環境を支配するひとつのキーファ
クターである栄養塩の循環をテーマに研究交流が行われ
た。これを契機に韓国 EEZにおける日韓共同観測や，
台湾海峡通過流のモニタリングが開始され，以降，前者
の共同観測はほぼ毎年繰り返され，後者のモニタリング
は 2014年現在においても継続されている。この観測で
は，個別の共同研究の実施とは別に，東シナ海を囲む国
と地域の研究者間のネットワークの構築をもうひとつの
目的としており，国際共同研究の進捗状況や今後の計画
に関わる内容を中心とした研究集会（PEACE : Program 
of the East Asian Cooperative Experiments）が隔年に
開催されている。

PEACEは 1990年代の CREAMSから派生したもので
あり，実際に共同研究を実施している日本，韓国，ロシ
ア，中国，台湾の研究グループを中心とした活動が行わ
れている。これは前述の PICESの CREAMS/APの活動
ともリンクしており，日本海や東シナ海の海洋研究に関
して，研究者間の個別の研究交流が政府間の交流と結び
つく契機にもなっているが，縁辺海の国際共同研究が科
学的な活動だけでは進まない側面も顕在化してきてい
る。

CREAMS/APでは，日本海の海洋研究に関する科学
レポートをまとめたが，呼称問題に関する調整が難航
し，政府間組織の PICESとは別の形で出版にこぎつけ
ようとしているところである。内容的には意義のあるレ
ポートができたため，東シナ海に関しても科学レポート
を作成すべく，現在計画が進められており，2015年以降
の完成が期待されている。

2007‒2009年に活動した SCOR（Scientific Committee 
on Ocean Research）のワーキンググループ Deep Ocean 
Exchanges with the Shelf（DOES）では，世界各地の縁
辺海（大陸棚）と外洋との相互作用に関する研究の取り
まとめが行われ，東シナ海は世界でもDOESに関して理
解が進んでいる海域として認識されていた。その地域的
特性から上述（日本が主体的に関わってきたものだけを

CREAMS/phase 1の成果は，Journal of Oceanographyの
特集号（例えば， Takematsu et al, 1999, Senjyu, 1999）に
まとめられている。その後，アメリカの研究者が参加
し，CREAMS phase 2として 1999年から 5年間の国際
共同研究が実施され，その成果は 2005年出版の Deep-

Sea Research part II （例えば，Hirose et al, 2005）にまとめ
られている。

CREAMSは直接WESTPACの一環という位置付けは
なされていないが，西太平洋の縁辺海で実施された国際
共同研究を通した多くの研究成果と，国際間のネット
ワークを構築したものとして大きな意味を持つもので
あった点で，WESTPACの趣旨と合致するものであり，
JECSSの果たした役割とともに，WESTPACに貢献す
る海洋科学研究の活動として特筆すべきものと考えられ
る。CREAMSの名前は後述するように PICES（The 
North Pacific Marine Science Organization）の中のAd-
visory Panel（AP）に用いられており，現在は政府間活
動の舞台になっている。

CREAMSが日本海を対象とした 1990年代から 2000
年代にかけての国際共同研究であったのに対して，東シ
ナ海に関しては黒潮に関わる共同研究として，1980年代
から日中の共同研究が始まった。黒潮に関する研究は
IOCのプロジェクトとして実施され，WESTPACの前
身となった CSKなど 1960年代から国際的な研究も進め
られていたが，東シナ海に注目した特に 2国間で行われ
た研究として，日本と中国による日中黒潮共同調査
（JRK : Japan-China Joint Research Programme on the 
Kuroshio）は 1986年に開始され 7年間継続された。日
本からは海上保安庁，気象庁，水産庁，JAMSTECなど
が参画し，中国からは国家海洋局が中心となって第 1，
第 2，第 3海洋研究所などから多くの研究者が参加した。
このプロジェクトでは，黒潮流量や蛇行の力学，その変
動メカニズム，生物生産，大気海洋相互作用などが研究
テーマとして，物理，化学，生物の研究が進められた。
更に，東シナ海の国際共同研究としては，鹿児島大と

ウッズホール海洋研究所やロードアイランド大との黒潮
に関する共同研究，三峡ダムの建設など人為起源の負荷
に対する東シナ海の環境変化の国際共通理解を目指した
国内のいくつかの大学と韓国，中国，台湾の多くの研究
機関との共同研究，同じく大陸棚の海洋環境に注目し



Fig. 3.　Regional alliances of GOOS (after IOC Web Page)
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取り上げたが）のように国際的な共同研究の実績もあり，
相対的には研究の進んでいる海域と言えるが，黒潮と陸
棚域との間の栄養塩などの物質輸送過程など，必ずしも
定量的に理解されているわけではなく，今後のさらなる
研究の発展が期待される。
これらの日本周辺の縁辺海に関わるさまざまな国際共

同研究や研究交流は，初期の CSKや JRKを除くと，科
研費等の研究費に裏打ちされているとはいえ個別の研究
に依存している部分が多い。しかし，例えば中国では国
家プロジェクトとして縁辺海の海洋研究に大きな予算が
投入されていることなどを考慮すると，わが国でも大き
な枠組みの取り組みが望まれる。特に縁辺海の環境研究
と，その先にある海洋環境保全という視点から，わが国
が国際共同研究をリードするべき要素は大きい。最近動
き始めた Future EarthやWESTPACの枠組みを利用し
て，縁辺海に関わる国際共同研究をさらに一歩進めるこ
とは，望ましい海洋環境を維持する上で大きな意味を
持っている。

4.　 Regional GOOSおよびデータ管理の現状
と課題

4.1　 北東アジア地域海洋観測システム（NEAR-GOOS）
の活動

4.1.1　NEAR-GOOSの概要

UNESCO政府間海洋学委員会（ IOC/UNESCO）は，
海洋の監視・予測のための全球的な観測システムの構築
のため，世界気象機関（WMO）等と連携して，全球海
洋観測システム（GOOS : Global Ocean Observing Sys-
tem）と呼ばれる国際プロジェクトを推進している。
GOOSの下には地域レベルでの活動を推進するために，
多くの地域で GOOS地域連合（GOOS Regional Alli-
ance）が設置されており（Fig. 3），その一つとして，北
東 ア ジ ア 地 域 （North East Asian Regional） GOOS
（NEAR-GOOS）が日本，中国，韓国，ロシアの四か国
の参加により実施されている。NEAR-GOOSは，観測船
やブイ等による既存の様々な観測データをベースとし
て，インターネットを通じて日本海，黄海，東シナ海等
における海洋観測データの交換を促進することを主眼に
開始された地域プロジェクトであり，1996年に東京で開



Fig. 4.　Structure of database system of NEAR-GOOS (real-time mode and delayed mode)
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モードデータベース（RDMDB : Regional Delayed Mode 
Data Base）を運営している。

RRTDBでは，専用ウェブサイト（URL: http://ds.da-
ta.jma.go.jp/goos/data/）を通じて，WMOの全球通信シ
ステム（GTS）で流通する海洋観測データ，（社）漁業情
報サービスセンター（JAFIC）から提供を受けた表層水
温等の観測データ，全球水温塩分プロファイル計画
（GTSPP ; Global Temperature and Salinity Profile Pro-
gram，高品質な水温・塩分の鉛直プロファイルの提供
を目的としたWMOと IOCの合同計画）の一環としてカ
ナダの海洋環境データサービス（MEDS : Marine Envi-
romental Data Service）が提供する品質管理を行った水
温・塩分データ，気象庁の現業システム等で解析した海
況関連プロダクトなどが提供されている（Table 6）。な
お，RRTDBでデータが保管されるのは 30日間であり，
それ以降は RDMDBで長期アーカイブデータとして提
供される。現在の登録ユーザ数はおよそ 200名で，その
うちの約 8割は国内ユーザである。データの利用促進の
ため，ユーザ解析や登録ユーザへのアンケートも実施さ
れている。RRTDBへのアクセス数は毎月およそ 2万件
である。

催されたWESTPACの第 3回政府間会合において，
WESTPACの 4つの事業の 1つである ｢海洋観測とサー
ビス｣ の一つとして各国政府代表により承認された。
NEAR-GOOSの主要な活動は，既存の観測を元にした
データ交換・管理のためのデータベースの運用であり，
我が国は地域データベースの運用を通じて中心的な役割
を果たしている。

NEAR-GOOSの活動は，各参加国から二名ずつの委員
で構成される NEAR-GOOS調整委員会で企画・調整が
なされており，我が国からは気象庁と海上保安庁が委員
を務めている。会合は 1～ 2年に一回開催されており，
次回の第 16回会合は日本で開催される予定である。

4.1.2　地域リアルタイムデータベース

NEAR-GOOSの枠組みにおけるデータフローの模式図
を Fig. 4に示す。中国，韓国，ロシアの各国は，国ごと
にリアルタイムと遅延モードという二つのデータベース
を設置し，国内で収集したデータを提供している。我が
国は，これらの各国のデータベースを包括する形で，気
象庁が地域リアルタイムデータベース（RRTDB : Re-
gional Real Time Data Base）を，海上保安庁が地域遅延



Source Category
(1) Meteorological reports exchnages via GTS GTS Observed data

  SHIP, BUOY, BATHY, TESAC, TRACKOB

(2) Observational data provided by JAFIC JAFIC Observed data
(3) Edited observational data of (1) & (2) GTS&JAFIC Observed data
(4) Vertical Profile data of T and S of GTSPP (after QC) MEDS Observed data
(5) Reanalysis data by JMA JMA Reanalysis(GPV)

a) Japanese regional water & Global SST daily, MGDSST 1

b) Japanese regional water & North Pacific SST pentad, MGDSST
c) Global SST monthly, COBE-SST 2

d) Japanese regional SST daily, pentad, monthly , surface current
daily, pentad  by use of MOVE/MRI.COM-WNP 3

e) Pacific surface water temperature monthly
f) Pacific sea surface height monthly
g) Sea ice in the Okhotsk and surrounding area daily

Images

(6) Observational data by JMA research vessels JMA Images

data and products to be provided

1 ,2006
2 Ishii et al., 2005
3 , 2009

Table 6.　NEAR-GOOS observational data and product provided by JMA’s RRTDB (Regional Real Time Data 
Base)
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シア側担当者が気象庁に招かれ，観測手法やデータ処理
手順についての意見交換が行われた。また，品質管理が
終了した CTDデータ，および水温と塩分の断面図（Fig. 
6はプロダクトの一例）が，2014年 6月に気象庁が運用
する RRTDBから提供が開始された。本プロジェクトは
順調に進んでおり，今後も観測データの相互交換や比較
検証を通じて連携が推進される。

4.1.4　NEAR-GOOSの今後の展望

WESTPACの政府間会合によって承認されて設立さ
れた NEAR-GOOSは，当時としては先進的な取組みと
してインターネットを通じたデータ交換の促進を目的と
し，NEAR-GOOSとしてのデータの流通はインターネッ
トの普及と共に成功したと言える。それ以降，当該地域
における海洋に関する様々な活動に貢献してきた。2004
年には新たな戦略計画が策定され（GOOS, 2008），デー
タ提供やアウトリーチ活動をより発展させていくことと
された。近年では，前項で述べた共同観測のほか，中国

4.1.3　日本海縦断観測

2011年に開始された NEAR-GOOSとしての新たな取
組みとして，気象庁とロシア科学アカデミー太平洋海洋
研究所（POI）は，気候変動による日本海への影響を監
視するため，2011年から日本海を縦断する共同観測が開
始された。この活動は，持続的な観測網を構築するとい
う GOOSの趣旨に合致したものであり，2011年に開催さ
れた第 14回 NEAR-GOOS調整委員会（中国・天津）で，
NEAR-GOOSのパイロットプロジェクトとして承認され
た。
具体的には，日本海固有水の長期変化，深層循環の実

態を捉えることを目的に，日本海固有水の形成域である
ウラジオストク沖から若狭湾に至る縦断観測を年一回秋
に行い，観測データの交換と公開が行われている。観測
ラインは，気象庁観測定線 PM線につなぐように，POI
が東経 134度に沿ってロシア沿岸まで設定された（Fig. 
5）。2011年の観測データ交換後，2012年 12月には，ロ



Fig. 5.　Hydrographical observation in the Sea of Japan 
under the framework of NEAR-GOOS. Red line indi-
cates the observation by Japan, and Blue by Russia.

Fig. 6.　Left top and bottom are the example of temperature observation in 2013, and right panel indicates the 
observation stations of Japan side (Red dots) and Russian side (Blue dots) in 2013.
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Fig. 7.　Ocean data flows under the framework of IODE (International Ocean Data and Information Exchange)
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や韓国で現業海洋予測システムに関するワークショップ
が定期的に開催されるなど，新たな取組みも行われてい
る。今後も，WESTPACにおける主導的で包括的な海
洋観測システムとして発展を続ける必要がある。

4.2　 WESTPAC地域のデータ管理

4.2.1　国際的な海洋観測データの交換

IOCにおける海洋データの管理活動は，そのデータ
フォーマットや，データの交換方法等が国際的に統一さ
れていることが望ましいことから，WESTPACのよう
な小委員会単位ではなく，IOC直轄プロジェクトとして
の位置づけで行われている。そこでWESTPAC地域の
海洋データ管理を議論する前に，まず国際的な海洋デー
タの交換の枠組みについて触れる。

1957年に始まった国際地球観測年で収集されたデー
タを蓄積するため，国際学術連合会議（ICSU : Interna-
tional Council for Science）の主導で立ち上げられた世界
データセンター（WDC : World Data Center，現在は世
界データシステム（WDS : World Data System）に改称）
は，海洋学の分野では，米国とソ連（当時）にWDC for 

Oceanography（海洋学のための世界データセンター）を
設置しデータの長期保管を開始した。一方，日々の観測
によって作り出される海洋科学データの国際交換を促進
するには，観測実施国や沿岸国の権利の調整も重要であ
る。この観点から，1961年の第 1回 IOC総会において，
国際海洋データ・情報交換システム（ IODE : Interna-
tional Oceanographic Data and Information Exchange）
の発足と，各国の海洋データを収集・管理する国立海洋
データセンター（NODC : National Ocean Data Center）
の設置を各加盟国に求めることが決議された。
以来 50年余り，国際的な海洋データの管理は科学者

による枠組みであるWDC for Oceanographyと国連の
専門委員会のプロジェクトとして政府間の調整を行うこ
とができる IODEの協同によって維持されてきた（Fig. 
7）。

IODEによる具体的な政府間の調整の成果として，
2003年に IOC海洋データ交換ポリシー（http://www.
iode.org/index.php?option=com_content&view=article&
id=51&Itemid=95, IOC Assembly Resolution XXII-6, 
2002）が決定された。このなかで「加盟国は，IOCプロ
グラムのもとで発生したすべてのデータ，関連するメタ



Table 7.　WESTPAC Member States and the sta-
tus of establishment of National Ocean Data Cen-
ter
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データ，及び製品に対して，適時性のある無償かつ無制
限のアクセスが与えられる（第 1条，仮訳）」と定められ
ており，IOC関連プロジェクトの成果の公開が担保され
ている。もちろん，この条文は IOCの小委員会である
WESTPAC の関連プロジェクトによって得られた成果
に対しても適用される。

4.2.2　WESTPAC地域の現状と課題

現在，WESTPACには 21の国や地域が参加している
が，前述の IOC決議に基づく NODCを設置し IODEに
参加しているのは，12の国と地域に限られる（Table 7）。
なお，北朝鮮については 1987年に NODCを設立したと
の報告があるが，NODCとしての活動はほとんど認知さ
れていない。次に，国際的に流通している海洋データの
量をみる。前節で述べたように IODEのネットワークに
よって収集された海洋データは，WDC for Oceanogra-
phy に保管されている。これらをまとめたものが，
NOAAが公開しているWorld Ocean Database（WOD）
である。WODの最新版（Boyer et al. , 2013）における国
別のデータ量（各層観測，CTD，BT，係留ブイ，中層
フロートのキャスト数の合計値）をみると，総数約 1100
万に対してそのおよそ半数を日米露の 3ヶ国が占めてお
り，日本単独では約 10％である。一方，WESTPACに
参加している日本以外のアジア諸国のものは合計しても
2％に満たない。（Table 8）

WODは海洋気候値のデータセットであり，収録され
ているデータの大半が水温・塩分等の海洋物理分野の
データである。また，各国のデータポリシーにより非公
開のデータも存在する。そのため，前述のデータ量がこ
の地域の海洋科学活動の多寡やレベルを直接反映してい
るわけではない。しかしながら，海洋科学に対する
WESTPAC地域の国際的プレゼンス向上のためには，
未設置国への NODC設立支援と，NODCを通じた各国
の海洋データの公開促進に取り組むことが重要であろ
う。
またWESTPAC地域では，PICESやNOWPAPといっ

た IOC以外の国際プロジェクトも盛んに行われている。
これらのプロジェクトによって集められたデータは，必
ずしも NODCが関与するわけではないため，IODEの
ネットワークに取り込まれていないものもある。こうし



Table 8.　Contribution to World Ocean Database 
2013 (WOD13) by WESTPAC member countries.
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たWESTPAC地域における外部プロジェクトのデータ
資産の取り込みや長期保管も，IODEとWESTPACが
連携して取り組むべき課題である。
これらの課題については，IODE及びWESTPACに

おいても繰り返し議論が行われてきた。近年の大きな動

きとしては，2013年の IODE第 22回会合において IODE
を構成する要素として従来の NODCに加えて，新たに
連携データユニット（ADU : Associate Data Unit）の新
設が合意された。これによって NODCではない海洋調
査機関や非 IOCの国際・地域プロジェクトもADUとし
て承認されることで，IODEの正式なメンバーになるこ
とが可能になった。現在，この ADUの制度を活用し
IODEネットワークを拡大するための取り組みが様々な
機関で進められており，WESTPAC地域においても海
洋生物地理情報システム（OBIS : Ocean Biogeographic 
Information System）の日本ノードを運営する JAM-
STEC（海洋研究開発機構）がADUの申請作業に着手し
たほか，PICESでもこの制度を利用した IODEとの連携
が議論されている。
一方，WESTPAC地域の NODC設立支援については，

IODEの同地域における情報管理に関するキャパシティ
ビルディングプロジェクトであるODINWESTPACにお
いて推進されている。2014年 3月に開催された ODIN-
WESTPAC Planning Workshopでは，IODE及びWEST-
PACの支援の下，ニュージーランド，インドネシアが
NODC，タイ，ベトナムがADUの設置に向けて取り組
むこととなり，実際にインドネシアの NODC設置が
2014年 7月に承認された。WESTPAC地域での新規
NODCの設立は 1996年のスリランカ以来，実に 18年ぶ
りのことであった。

4.2.3　地域の海洋データ管理の展望

海洋データの管理は，それ自体が海洋学や環境科学と
して評価されることは少ないが，研究活動の推進や研究
成果の民間活用のためには極めて重要な活動である。
WESTPACの 25年の努力によって，地域の海洋科学活
動は大きく発展し，現在も地域の特色を踏まえた多様な
プロジェクトが進められている。今後これらのプロジェ
クトにおいて取得される海洋データや成果が，IOC海洋
データ交換ポリシーに基づき，関係国の NODCとの連
携の下で適切に公開され，WESTPAC地域の海洋科学
活動のプレゼンス向上につなげる必要がある。



5.　  IOC/UNESCOの新たな中期戦略との関連
5.1　 サステイナビリティ・サイエンスへ向けた新たな取

組と JFIT事業

文部科学省に設置されている日本ユネスコ国内委員会
により「サステイナビリティ・サイエンス」に関する
UNESCOの提言がとりまとめられ，2012年 8月 3日の
第 129回日本ユネスコ国内委員会において採択の後，同
年 11月の第 36回 UNESCO総会に UNESCO事務局へ
提 出 さ れ た（http://www.mext.go.jp/unesco/002/004/ 
1323118.htm）。この「サステイナビリティ・サイエンス」
とは，どういう概念であろうか。南北格差の是正，世代
間の衡平性の確保に加えて，多様な人間の価値観を考慮
しながら，人類全体に奉仕するべきものであると同時に
生態系を損なうことなく，地球，社会，人といった異な
る時空間スケールでの持続可能性及び well-being（健康
で安心）の追究を目指した統合的な科学の取組と定義さ
れ，人文・社会科学を含む全ての学問分野の知を統合し
た新しいアプローチとしての科学の取組のことであると
されている（日本ユネスコ国内委員会，2011）。この提言
では，喫緊の地球規模課題に対して，細分化した学問領
域にとどまらない人文・社会科学を含む学問分野の知を
統合した持続可能な社会の構築に向けたアプローチによ
る科学的取組である「サステイナビリティ・サイエンス」
の概念を UNESCOがその傘下の事業計画等を検討する
際に考慮することを求めており（日本ユネスコ国内委員
会，2011），提案の内容は http://www.mext.go.jp/unes-
co/002/006/002/003/shiryo/attach/1312065.htm に示さ
れている。このサステイナビリティ・サイエンスの提案
は，2013年 11月 5‒20日 に パ リ で 開 か れ た 第 37回
UNESCO総会において，次期事業・予算の中で明確に
位置付けられた（日本ユネスコ国内委員会，2013）。よっ
て，日本政府は今後 UNESCOがサステイナビリティ・
サイエンスのアプローチによる具体的な取組を実施し，
地球規模の課題に対してより効果的に対応できるように
引き続き主導・支援していく方針である。
したがって，健全な海洋環境と持続的なその利用を目

指している IOC/WESTPACにおいても，この UNES-
COの中期戦略に沿ってサステイナビリティ・サイエン

スを具体化することが重要課題の一つである。日本ユネ
スコ国内委員会におけるサステイナビリティ・サイエン
ス推進の動きに対応して，日本政府による UNESCO信
託基金（JFIT）により，WESTPACの 4つのプロジェ
クト（ORSP，HAB，TMO，生物多様性）を統合する
Promoting the Awareness on Coastal Marine Environ-
mental Change and its Impact （PACMEC）プロジェク
トが 2010年 8月から継続して行われている。このプロ
ジェクトでは，沿岸域の赤潮等による環境変化の把握と
その社会へのインパクトに関して，サステイナビリ
ティ・サイエンスを意識した統合的・横断的な視点から
社会への注意喚起／警報に関する可能性を検討するため
の取り組みが行われてきた。
今後は，沿岸海洋環境における問題の発生とそのメカ

ニズムを早期発見して把握するだけでなく，それらの問
題を解決するために必要な社会，経済，文化についての
様々な活動も包含された政策提言等の人文社会的観点か
らのアプローチを含むプロジェクトへと成長させる必要
がある。そのためには，海洋科学のみならず自然科学，
人文科学の垣根を越えた横断的で双方向のアプローチが
望まれており，サステイナビリティ・サイエンスの視点
をさらに発展させる方向での PACMECの刷新が企画さ
れている。WESTPACにおいてサステイナビリティ・
サイエンスをさらに発展させるために，企画中のプロ
ジェクトが将来に核となり，UNESCO，WMO，UNEP
などの国際機関等との連携が図られるとともに，NPO
や各国政府を巻き込む組織横断的活動が必要であると考
えられる。

5.2　 教育および能力開発事業

UNESCOの中期戦略に基づいて，IOCにおいても海
洋学における能力開発について中期戦略を立てることに
なり，2013年 6月に開催された第 27回 IOC総会におい
て会期間作業部会の設置が決定され，同作業部会が中心
となって中期戦略案の原案の作成が取り組まれており，
2015年の総会で審議される予定である。
現在のWESTPACにおける新戦略の中心基軸は各国

で地域研修 ･研究センター（Regional Training and Re-
search Center）の設置を推進することである。WEST-
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PACでは，2008年 5月 26‒29日にマレーシアのコタキ
ナバルで開かれた第 7回政府間会合において “Regional 
Training and Research Centers（地域研修・研究セン
ター）”の設置方法に関する手続きを決め，それに従っ
て中国第一海洋研究所に海洋力学と気候に関する IOC 
地域研修 ･研究センター（Regional Training and Re-
search Center on Ocean Dynamics and Climate）が 2010
年 5月に正式に発足した。このセンターでは，WEST-
PAC加盟国の研究者を中心に，それ以外の地域の国々
の研究者も含めて，毎年海洋や気候に関するモデリング
や観測データ解析などの研修が実施されている。ここで
の研修の成果をもとにした研究発表が，2014年の第 9回
WESTPAC国際科学シンポジウムにおいても多くなさ
れた。
更に，タイとインドネシアでも具体的な IOC地域研

修 ･研究センターの設置に関する動きがあり，ベトナ
ム，マレーシアも設置に関心をもっている。タイでは生
物多様性についての研修・研究センターがプーケットに，
マレーシアでは HABの研修・研究センターがコタバル
に何れも 2015年から設置されることになっている。我
が国としては，WESTPACの設立以来，能力開発に対
して最も長期に取り組んできたこと，サステイナビリ
ティ・サイエンスを視野に入れた PACMECの活動を進
めてきたこと等を背景に，日本政府 UNESCO活動費補
助金をもとに日本での IOC地域研修 ･研究センターの
設置の可能性について，東京大学大気海洋研究所・日本
のWESTPAC国内専門部会・IOC西太平洋地域事務所
間とで検討を行っているところである。WESTPAC域
内での各センターの活動テーマの重複を排除し，かつセ
ンター間の協力を進めるため，IOC地域研修 ･研究セン
ターの既設国，設置予定国の関係者を招聘するととも
に，WESTPACの議長および副議長国，島嶼国の代表
としてパラオ共和国に呼びかけて，日本における IOC
地域研修 ･研究センター設置についての国際ワーク
ショップを 2014年 11月 18‒19日に東京大学大気海洋研
究所で開催した。これらの議論をもとに同センター設置
の実現可能性について引き続き検討を行い，具体的な計
画が策定される。

6.　まとめ

これまで日本が貢献してきたWESTPACの海洋科学
プロジェクト事業は当該地域の沿岸海洋研究が主体であ
り，これまでの能力開発も含めた活動により，東南アジ
アの沿岸海洋物理過程，海洋生物多様性，海洋リモート
センシング，有毒藻類増殖や毒性生物の研究と監視，マ
レーシアでの藻場の研究と保全，大陸起源物質の研究な
どで日本を含むアジア全体の能力向上が図られてきてい
る。これには，東京大学海洋研究所が 2001年から 2010
年に取り組んだ日本学術振興会の東南アジア諸国との多
国間協力プロジェクト「東南アジアの沿岸海洋学」事業
が側面から大きく貢献してきた。また，WESTPAC地
域における関連する研究プロジェクトとして，ACORE
や CREAMS等の活動によって，例えばタイ湾での観測
成果からインドネシアやベトナムでも同様の観測計画立
案の動きがあり，東シナ海では特に中国や韓国との連携
が進み，多くの雑誌で特集号が組まれるなどの発展がみ
られた。同時に当地域における各国の経済状況の発展に
よる海洋環境への影響の拡大から，沿岸海洋研究のみな
らず，各国の管轄海域を跨ぐより広い海域での研究の重
要性が増してきている事も事実である。ここでの研究の
発展に対して各国の管轄海域の問題と相反することにな
り，各国の研究者間の個別の交流が政府間の交流と結び
つく契機にもなるものの，同時に東シナ海等での観測で
は科学的な活動だけでは済まない側面も顕在化してきて
いる。政府間会合が開催できる IOCやWESTPACには，
こういった国家間の問題とも向き合いつつ当該地域の海
洋研究を更に推進させることが重要な責務の一つであ
る。また，IOCやWESTPACでの活動と並行して，日
本を含む各国の研究者にはこの問題を科学的側面から前
進させるための活動も求められている。
一例としては，NEAR-GOOSなどでも始まっている日

本とロシアとの日本海共同観測の実施や，各国での海洋
予報システムの構築実験などは，管轄海域を超える共同
観測研究の実施のための必要性を科学面から訴える事が
できる活動である。また，RNODC-WESTPACの後継と
して IODEの下で実施されている ODIN-WESTPAC等
の活動を通じて，各国に NODCもしくはADUが設立さ
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れる事が重要であり，その機能がひいては IOCによる
自由なデータ交換の実現となり，当該地域の海洋研究の
発展に繋がるものと思われる。翻って日本においては，
実行部隊としての関連する研究機関や大学，NEAR-
GOOSを担当する気象庁や JODCに期待する今後の役割
は大きい。
更にもう一つWESTPACとして実施するべき課題が

ある。WESTPACの事業としてはほとんど取り組まれ
て来なかった大規模スケールと地域スケールの課題につ
いて，今後実施されるべきであろう。外洋域では既に全
球規模で観測網が展開され，温暖化やエルニーニョ現象
等の海盆スケールもしくは全球スケールでの科学的理解
も進んできている。しかしながら，それらの大規模現象
が地域スケールもしくは局所スケールに及ぼす影響に関
する理解については多くの地域で不足している。即ち，
当該地域においても海盆スケールの研究と縁辺海の研
究，沿岸の研究を組み合わせた事業が必要であり，海盆
スケールから沿岸スケールまでのシームレスな研究プロ
ジェクトが必要である。例えば，黒潮と東シナ海などの
縁辺海の変動や，南シナ海全体と沿岸域，インドネシア
通過流と海峡部および両大洋の変動などの関連等を記述
し，更に，背景場としてのエルニーニョ現象等の経年変
動や温暖化などの気候変化とも関連したより長期の海洋
変動による影響を記述する事が必要であろう。このよう
な海盆スケールの海洋や気候変動から沿岸への影響の理
解を進ませる事も，日本からの新たなWESTPACへの
貢献になると考えられる。そのためには，日本において
は，これまでのWESTPACでの沿岸を中心とした既存
の海洋科学プロジェクトを継続・発展させる事に加えて，
WESTPAC以外で関連する国内および国際活動とも連
携して，衛星や現場観測，数値モデル等の多角的な利用
により外洋域との相互作用に関する研究の取り組みを加
速させる事が必要であろう。
更に直接関連するが，2013年より IOC本体とWEST-

PACの共同の呼びかけによって各国の研究機関の代表
が集まって，IPON（ Indo-Pacific Ocean Observation and 
Service Network）というネットワークの概念が構築さ
れてきた。目標としては，調整により SEA-GOOSや
NEAR-GOOSとの連携，他の既存の内外の科学研究プロ
ジェクト間の連携を強化することであり，それらを通じ

てWESTPAC全体の科学能力の向上および，それによ
る社会へのサービスを実現するという提案である。ただ
残念ながら，現在の議論においては，なかなか概念の域
を出る事ができていないのが現状であり，各国各参加機
関の能力や GEOや Future Earth等の動きも鑑み，日本
等からの具体的で実施可能な戦略を構築する議論へ正し
く導くためのリーダーシップが求められている。

7.　最後に

本総説は，2014年 3月の海洋学会春季大会でのシンポ
ジウム ｢アジアにおける国際海洋研究：IOC/WEST-
PAC25周年の歴史からその未来｣ において講演を行っ
た演者，および日本国内のWESTPAC専門部会委員の
有志の協力によって，WESTPACへの貢献を中心とし
た日本によるアジアにおける海洋研究の歴史と現状につ
いて取り纏めたものである。内容として十分網羅できて
いるとは言えないが，現段階での情報を元に IOCの設
立以降の地域の活動として，CSKから IOCのプログラ
ムとしてのWESTPACの設立，小委員会としての
WESTPACの設立，それ以降の発展および現在の
WESTPACの全体の活動，並びにWESTPACに関連す
る活動を記述した。25周年を機に改めてまとめてみる
と，過去から紆余曲折はあるものの，これまで日本の海
洋コミュニティーを国際的に代表してきた研究者の努力
の積み重ねにより，WESTPACの様々な事業が実施され，
アジアにおける海洋研究および関連する様々な能力が大
いに向上してきた事が俯瞰できる。
この発展に関連し，これまでのWESTPACでは日中

韓が主導することで海洋科学プロジェクト等が実施され
てきたが，近年は日中韓以外の東南アジアを中心とする
WESTPAC加盟国の海洋研究能力も大いに向上し，3カ
国で主導する必要がないような新たな展開が始まろうと
している。日本の海洋コミュニティーの研究者は国際的
に欧米の海洋研究コミュニティーと協力する事は当然必
要不可欠ではあるが，同時にWESTPACの様に地域独
自の問題を抱える海域で，その地域の人々が直面してい
る海洋関連の諸問題をその地域の研究者と共に共同で研
究を実施し，解決にあたる事も重要である。様々なアジ
アとの協力を通じて，多くの日本の研究者が成果を上
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げ，日本の海洋学に新たな方向性をもたらす事を期待す
る。
最後に，執筆に際し 1章を道田，北沢，2章を道田，

北沢，安藤，3章 1節を小松，同 2節を岩滝，福代，同 3
節を福代，岩滝，鈴木，同 4節を植松，同 5節を森本，
西田，同 6節を松野，4章 1節を大野，同 2節を勢田，5
章を小松，6章および 7章を安藤が主として担当した事
を付記する。また，文中の人名は全て敬称略にて記述し
た。
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Japanese research activities for Asian marine science 
‒ 25 years of WESTPAC ‒ 

Kentaro Ando 1＊, Mitsunori Iwataki 2, Mitsuo Uematsu 3, Hiroshi Ohno 4, Kazuhiro 
Kitazawa 1, Teruhisa Komatsu 3, Toshiyuki Suzuki 5, Akihiro Seta 6, Shuhei Nishida 3, 

Yasuwo Fukuyo 2, Takeshi Matsuno 7, Yutaka Michida 3 and Akihiko Morimoto 8

Abstract
　　This paper reviews the history of the Intergovernmental Oceanographic Commission 
(IOC) Sub-Commission for the Western Pacific (WESTPAC), which includes pre-WESTPAC 
as a Cooperative Study of the Kuroshio and Adjacent Regions (CSK) project (1965‒1979), 
WESTPAC program under IOC (1979‒1989), and WESTPAC after establishment of the sub-
commission (1989‒present), based on an aspect of Japanese community.  This paper also re-
views the current system and research activities under and associated with WESTPAC and 
discusses future perspectives on coastal to regional ocean researches in the Indo-Pacific re-
gions.  
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